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発 言 通 告 書 

【件名及び発言の要旨】 

１．財政危機の中で、財政規律を重視した予算における「ハコモノ」

への市長の認識について 

（１）美術館・ソレイユの丘・芸術劇場について 

３施設だけで毎年１３億３０００万円もの管理運営コストを要す

るハコモノ３兄弟（美術館・芸術劇場・ソレイユの丘）は本市財政に

大きな負担を強いているにも関わらず、昨年度、吉田市長は施政方針

演説で全く触れず、さらには事業仕分けの対象からも外した。来年度

の施政方針においても、財政規律の重視を繰り返し述べておきながら

ハコモノ３兄弟への対応について市長は一言も触れなかった。 

① ハコモノ行政の改善は吉田市長のかつての根幹であったはずだが、

今回も施政方針演説で全く触れていない。何故、吉田市長はハコ

モノへの対応を言及しないのか。 

② 来年度予算案ではハコモノ３兄弟に対してどのような対応を行な

ったのか。これまでも全庁的な対応を検討させたはずだが、具体

的に何がどのように改善されるのか。 

③ 利益の増加・費用の削減を見込んでいるならば、それはいくらに

なるのか。 
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平成２５年度までの本市の新たな取り組みを定めた「実施計画」「財

政基本計画」「行政改革プラン」でも、ハコモノ３兄弟への記述が全

く無い。 

 

④本市の重要な３計画にハコモノ３兄弟への対応の記述が全く無い

のは何故か。 

⑤計画行政の重要性を訴える吉田市長が３計画に記述なしにしたと

いうことは、今後３年間、何の対応もしないということか。 

 

（２）新たにサッカー場をつくる「（仮称）佐原２丁目公園整備事業」

について 

 

既に不入斗はまゆう公園にサッカー場が存在するにもかかわらず、

財政危機の中で今新たにサッカー場を造ることは、優先順位が明らか

に間違っている。 

 

①土地の購入、建設、毎年の管理運営、それぞれの費用はいくらか。 

②この建設によって、どのような効果が得られると市長は考えている

のか。 

③市長が考える効果とは、高額の費用に見合うものなのか。 

④市民のみなさまがこんな税金の使い方を望んでいると市長は考え

ているのか。 

 

２００９年２月に前市長が６５億円規模の事業費を要する新中央

図書館建設を凍結したが、市議時代の吉田市長はそれを支持して市長

就任後も凍結のままとした。 
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④ 何故これだけ多額の費用を要するサッカー場建設を凍結しなかっ

たのか。図書館建設の凍結は支持したのに新たにサッカー場建設

を判断したことは理解できない。この判断基準は何か。吉田市長

にとってこの２つの事業の違いとは何なのか。 

 

 

 

２．命を守るプログラムのさらなる推進について 

 

（１）「自殺対策推進事業」に実効性ある対策を追加すべき必要性に

ついて 

 

①鉄道事業者への防止対策促進への取り組みについて 

 

ア．直接的な防止効果が高い「鉄道駅へのホームドア設置や危険個

所へのフェンス設置等による安全確保対策」を鉄道事業者に促進

する為に、本市として新たな取り組みを行なうべきではないか。 

 

イ．自殺対策に効果があると言われる「青色照明灯の駅ホームや踏

切への設置」を横浜市は鉄道事業者に補助を出すことで早期実現

に成功しているが、本市も鉄道事業者に取り組みを促進する新た

な仕組みを作るべきではないか。 

 

県の統計では、１０～１４歳の死因の第２位が自殺、１５～３９歳

の死因の第１位が自殺、と若年層の自殺が非常に深刻であり、よりき

め細かな対策が必要であるにも関わらず、本市は児童生徒を対象に２

４時間開設していた相談電話「ヤングテレホンよこすか」を来年度か

ら廃止する方針を打ち出すなど、明らかに逆行している。 
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②若い世代の命を守る取り組みの必要性について 

今年度から神奈川県と県教育委員会は、教職員に対しては「自殺に

関する出前講座」を開始し、児童生徒に対しては自殺対策啓発冊子    

「（仮称）中高生のこころサポートハンドブック」を作成・配布を行

なう予定だが、こうした動きを受けて本市と本市教育委員会はどのよ

うな取り組みや連携を行なっていくのか。 

 

③多重困難事例への対応を定期的に検討する場の必要性について 

多重に困難を抱える方々の増加によって、行政の縦割を超えた取り

組みが求められているが、本市では来年度から健康福祉部が２つに分

割されるなど不安要素がある。また、わずか年２回開催の自殺対策連

絡協議会は「情報の共有」に留まっている。官民を超えた「多重困難

事例への対応策」を定期的に検討する場が必要ではないか。 

 

 

（２）「子宮頸がんワクチン接種緊急促進事業」の課題について 

 

①子宮頸がん予防ワクチンの接種は義務では無くあくまでも任意な

ので、対象児童が実際に接種するかどうかは本人の意思というより

は親や身近な大人がいかに予防接種の重要性を理解するかに左右

される。 

 

ア．本事業の担当部署のこども育成部、予防接種担当の保健所、さ

らに教育委員会と学校現場とが部局を超えて連携しなければ予防

ワクチンの接種率をあげることはできないが、親や身近な大人、

教職員に対してどのような取り組みを行なっていくのか。 

 

イ．予防ワクチン接種がスタートしても、検診の受診勧奨は今後も

継続すべきことだがこのワクチン接種を好機に検診受診率もアッ

プさせるべく「本人はワクチン接種、親きょうだいは検診へ」の
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ような親子家族が一緒に子宮頸がんに関心を持ってもらう啓発活

動や親子での受診にインセンティブが働く仕組みが必要ではない

か。 

 

②本事業は、あくまでも暫定的な措置で来年度限りの時限立法だが、

その重要性を鑑みると、予防接種法の改正などによる対応の恒久化

が 必要である。本市は政府に対して強く恒久化を求めていくべき

べきではないか。 

 

以上 


